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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
 総括・分担研究報告書 

 

看護師の特定行為に係る手順書の実態調査研究 

研究代表者 神野 正博 公益社団法人全日本病院協会 副会長 

研究要旨 

【研究の目的】 

特定行為研修制度が創設されて 8 年が経過し、特定行為研修修了者数は加速度的に増

加している。特定行為研修修了者の増加に伴ってその活動の場や働き方は多様になって

おり、手順書についても特定行為のみの指示に留まらない内容が追記されているなど、修

了者の活動状況に応じて効果的な手順書の様々な作成・運用の実態があることが想定さ

れている。同時に、修了者が特定行為を実施して活動するための手順書の発行やその運用

には課題があるとの指摘がなされている。 

本研究では、2015 年度医療関係者研修費等補助金事業において、特定行為に係る医師、

看護師等の有識者により、特定行為（38 行為）の実施に係る手順書例集を作成した経験

や、2015 年度より実施している「看護師の特定行為に係る指導者育成事業」「看護師の特

定行為に係る指導者リーダー育成事業」での受講者からの意見等を活かし、特定行為の実

施に係る手順書の記載内容とその運用の実態や、特定行為研修修了者の活動を推進する

手順書の具体的な運用方法に関する知見を得る。特定行為研修修了者の就業している医

療機関等の医師・看護師等を対象にした、手順書の具体的な記載内容や運用方法、及び運

用後の見直しに関する実態調査を実施し、調査結果に基づいた、特定行為に係る手順書例

集の改訂を行うとともに、手順書のクリニカルパスへの位置づけや、外科手術後対応のた

めの手順書を含む包括指示書の活用など、特定行為研修修了者の活動の推進に資する手

順書の運用方法の具体的な提案や、関係者を対象とした普及促進活動の資料、及び制度見

直し等に資する資料の作成を目的とする。 

【研究結果の概要】 

初年度は、2023年 8月 30 日（水）～ 9月 15日（金）に看護師の特定行為研修修了者

就業先医療機関 1,401 病院を対象に「特定行為に係る手順書例集改定に向けた活用状況

等調査」を実施し、460 病院（32.8％）より回答を得た。それにより、特定行為研修修了

者の就業状況や 38の特定行為や 6つの領域パッケージの実施状況、手順書例集の活用状

況、課題等を把握した。また、上記調査で「手順書の収集や好事例収集等を行う調査」に

協力いただけると回答いただいた医療機関のうち、73 病院から実際に現場で使用してい

る手順書を回収した。 2ヵ年目は、2024年 7月 1日（月）～8月 5日（金）に訪問看護

ステーション 201 施設を対象に、「特定行為に係る手順書例集改定に向けた活用状況等調

査」を実施し、45 施設（22.4％）より回答を得た。また、初年度実施した調査結果より、

8病院を対象にヒアリング調査を実施した。初年度に提出いただいた「実際に現場で使用

している手順書」を選定し、「特定行為に係る手順書例集」を作成した。 
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Ａ．研究目的 

特定行為研修制度が創設されて 8 年が経

過し、特定行為研修修了者数は加速度的に

増加している。特定行為研修修了者の増加

に伴ってその活動の場や働き方は多様にな

っており、手順書についても特定行為のみ

の指示に留まらない内容が追記されている

など、修了者の活動状況に応じて効果的な

手順書の様々な作成・運用の実態があるこ

とが想定されている。同時に、修了者が特定

行為を実施して活動するための手順書の発

行やその運用には課題があるとの指摘がな

されている。 

本研究では、2015 年度医療関係者研修費

等補助金事業において、特定行為に係る医

師、看護師等の有識者により、特定行為（38

行為）の実施に係る手順書例集を作成した

経験や、2015 年度より実施している「看護

師の特定行為に係る指導者育成事業」「看護

師の特定行為に係る指導者リーダー育成事

業」での受講者からの意見等を活かし、特定

行為の実施に係る手順書の記載内容とその

運用の実態や、特定行為研修修了者の活動

を推進する手順書の具体的な運用方法に関

する知見を得る。特定行為研修修了者の就

業している医療機関等の医師・看護師等を

対象にした、手順書の具体的な記載内容や

運用方法、及び運用後の見直しに関する実

態調査を実施し、調査結果に基づいた、特定

行為に係る手順書例集の作成を行うととも

に、手順書のクリニカルパスへの位置づけ

や、外科手術後対応のための手順書を含む

包括指示書の活用など、特定行為研修修了

者の活動の推進に資する手順書の運用方法

の具体的な提案や、関係者を対象とした普

及促進活動の資料、及び制度見直し等に資

する資料の作成を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

2 年計画の 1 年目は看護師の特定行為研

修修了者就業先医療機関での特定行為研修

修了者の就業状況や特定行為（38行為）や

6つの領域パッケージの実施状況、手順書例

集の活用状況等を把握するために、看護師

の特定行為研修制度ポータルサイトに掲載

されている特定行為研修修了者の就業先か

ら医療機関に対象を絞り 1,401 病院に「特

定行為に係る手順書例集改定に向けた活用

状況等調査」のアンケート調査表を郵送し

た。 

また、特定行為に係る手順書例集作成に

向けた活用状況等調査で「手順書の収集や

好事例収集等を行う調査」に協力いただけ

ると回答いただいた 242 病院に対して、実

際に現場で使用している手順書の提供を E

メールにて依頼した。 

2 年計画の 2 年目は訪問看護ステーショ

ンでの特定行為研修修了者の就業状況や特

定行為（38行為）や 6つの領域パッケージ

の実施状況、手順書例集の活用状況等を把

握するために、訪問看護ステーション 201

施設に「特定行為に係る手順書例集改定に

向けた活用状況等調査」のアンケート調査

表を郵送した。 

また、1年目に実施した看護師の特定行為

研修修了者就業先医療機関を対象とした調

査で回答があった医療機関より「奈良県立

医科大学附属病院」「国立大学法人 東京科

学大学病院」「岐阜県総合医療センター」「地

方独立行政法人大阪府立病院」「大阪国際が

んセンター」「医療法人社団大和会 平成扇

病院」「岩手県立中央病院」「公益社団法人有
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隣厚生会富士小山病院」「平成立石病院」を

抽出し、ヒアリング調査を実施した。 

そのうえで、初年度に 73病院から提出い

ただいた「実際に現場で使用している手順

書」を選定した。 

 

Ｃ．研究結果 

【特定行為研修修了者就業先医療機関対

象：手順書の収集や好事例収集等を行う調

査】 

2023 年 8 月 30 日（水）から 9 月 15 日

（金）の調査期間に調査を実施し、460病院

（回答率 32.8％）より回答を得た。 

調査対象の医療機関での就業人数として

は、1～3 名が 199 病院、4～7 名が 137 病

院、8～11 名が 59 病院、12～15 名が 26 病

院、16～19名が 16病院、20名以上が 23病

院という傾向であった。※図表 1を参照 

 特定行為研修修了者が所属医療機関にお

いて実際に特定行為を実施しているかにつ

いて、所属している特定行為研修修了者全

員が特定行為を行っていると回答したのが

186病院、特定行為研修修了者によって特定

行為を実施している者、通常の看護業務の

みを行っている者がいると回答したのが

210病院、通常業務しか実施していないと回

答したのが 64病院であった。※図表 2を参

照。なお、今回の調査で把握した 2,950 名

の特定行為研修修了者のうち、2,050名は特

定行為を実施、900名は通常の看護業務のみ

であった。 

 特定行為（38行為）のうち、実施してい

る特定行為は、「褥瘡又は慢性創傷の治療に

おける血流のない壊死組織の除去」が 267

病院、「脱水症状に対する輸液による補正」

が 243病院、「侵襲的陽圧換気の設定の変更」

が 234 病院、「直接動脈穿刺法による採血」

が 227 病院、「創傷に対する陰圧閉鎖療法」

が 217 病院、「人工呼吸器からの離脱」215

病院、「非侵襲的陽圧換気の設定の変更」が

209 病院、「橈骨動脈ラインの確保」203 病

院、「経口用気管又は経鼻用気管チューブの

位置の調整」が 190病院、「人工呼吸管理が

なされている者に対する鎮静薬の投与量の

調整」が 185 病院、持続点滴中の高カロリ

ー輸液の投与量の調整が 183病院、「気管カ

ニューレの交換」が 181病院、「中心静脈カ

テーテルの抜去」が 158病院、「創部ドレー

ンの抜去」が 131病院、「末梢留置型中心静

脈注射用カテーテルの挿入」が 131 病院、

「持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の

投与量の調整」が 131病院、「インスリンの

投与量の調整」が 118病院、「持続点滴中の

カテコラミンの投与量の調整」が 117病院、

「胃ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交

換」が 109病院、「持続点滴中のナトリウム、

カリウム又はクロールの投与量の調整」が

109病院、持続点滴中の降圧剤の投与量の調

整」が 107病院、「硬膜外カテーテルによる

鎮痛剤の投与及び投与量の調整」が 98病院、

「感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の

投与」が 95 病院、「持続点滴中の利尿剤の

投与量の調整」が 86 病院、「抗精神病薬の

臨時の投与」が 80 病院、「抗けいれん剤の

臨時の投与（けいれん発作中のジアゼパム

の経静脈投与）」が 78病院、「抗不安薬の臨

時の投与」が 74 病院、「膀胱ろうカテーテ

ルの交換」が 71 病院、「腹腔ドレーンの抜

去」が 66 病院、「胸腔ドレーンの抜去」が

63病院、「低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の

設定及び設定の変更」が 49 病院、「一時的

ペースメーカの操作及び管理」が 32 病院、



6 
 

「急性血液浄化療法における血液透析器又

は血液透析濾過器の操作及び管理」が 27病

院、「抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出し

たときのステロイド薬の局所注射及び投与

量の調整」が 23 病院、「大動脈内バルーン

パンピングからの離脱を行うときの補助頻

度の調整」が 22 病院、「経皮的心肺補助装

置の操作及び管理」が 21 病院、「心嚢ドレ

ーンの抜去」が 17 病院、「一時的ペースメ

ーカリードの抜去」が 0 病院であった。※

図表 3を参照 

 6つの領域パッケージについては、「術中

麻酔管理領域」が 94 病院、「在宅・慢性期

領域」が 76 病院、「救急領域」が 58 病院、

「外科術後病棟管理領域」が 48 病院、「外

科系基本領域」が 25 病院、集中治療領域」

が 43病院であった。※図表 4を参照 

 2015年度医療関係者研修費等補助金事業

で作成した特定行為（38行為）の実施に係

る手順書例集の活用状況としては、「手順書

例集（平成 28年 2月発行）をそのまま利用」

が 32 病院、「手順書例集を自施設に合わせ

て修正したものを活用」が 299病院、「当会

以外の組織・団体が作成したものを活用」が

15病院、「自院の実情に合わせて作成したも

のを活用」が 16 病院、「特定行為により、

手順書例集を活用したり、自院で作成した

りの組み合わせで活用」が 33病院であった。

※図表 5を参照 

 手順書を利用するにあたっての課題とし

ては、「医師が理解しておらず、手順書の作

成や、特定行為研修修了者が活用できない」

「医師や特定行為研修修了者以外の看護師

等への周知が難しく、時間を要する」「医師

による直接指示の方が早い」「手順書を電子

カルテやオーダリングシステム等に導入で

きていない」「手順書の範囲外の行為が発生

した場合の体制が整備できていない」「同じ

行為であっても、診療科・医師ごとに手順書

が必要となり、結局活用されない」「細かい

手順書にすると対象患者が減り、大雑把な

手順書とすると医師・看護師共に不安を感

じ、使用しなくなってしまう」「特定行為研

修修了者の個々の能力に差があり、個々に

手順書を作成する必要がある」「手順書の作

成、修正が負担。手順書の妥当性、適切性が

判断できない」「在宅領域の手順書作成や使

用について、院外の在宅医師の協力や調整

が難しい」「手順書があっても介入できる患

者に出会わず実施する場面が少なく、特定

行為研修修了者のモチベーション低下を危

惧している」等が挙げられた。 

【実際に現場で使用している手順書の収集】 

 特定行為に係る手順書例集改定に向けた

活用状況等調査で「手順書の収集や好事例

収集等を行う調査」に協力いただけると回

答いただいた 242病院のうち、73病院より、

実際に現場で使用している手順書を収集し

た。収集した手順書の内訳は、「経口用気管

チューブ又は経鼻用気管チューブの位置の

調整」が 35 病院、「侵襲的陽圧換気の設定

の変更」が 46 病院、「非侵襲的陽圧換気の

設定の変更」が 45 病院、「人工呼吸管理が

なされている者に対する鎮静薬の投与量の

調整」が 40病院、「人工呼吸器からの離脱」

が 46病院、「気管カニューレの交換」が 44

病院、「一時的ペースメーカの操作及び管理」

が 7病院、「一時的ペースメーカリードの抜

去」が 6病院、「経皮的心肺補助装置の操作

及び管理」が 6病院、「大動脈内バルーンパ

ンピングからの離脱を行うときの補助頻度

の調整」が 6 病院、「心嚢ドレーンの抜去」
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が 5病院、「低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧

の設定及び設定の変更」が 9病院、「胸腔ド

レーンの抜去」が 12 病院、「腹腔ドレーン

の抜去」が 19 病院、「胃ろうカテーテル又

は胃ろうボタンの交換」が 17 病院、「膀胱

ろうカテーテルの交換」が 10 病院、「中心

静脈カテーテルの抜去」が 35 病院、「末梢

留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入」

が 24 病院、「褥瘡又は慢性創傷の治療にお

ける血流のない壊死組織の除去」が 58病院、

「創傷に対する陰圧閉鎖療法」が 53 病院、

「創部ドレーンの抜去」が 31 病院、「直接

動脈穿刺法による採血」が 43 病院、「橈骨

動脈ラインの確保」が 42 病院、「急性血液

浄化療法における血液透析器又は血液透析

濾過器の操作及び管理」が 7病院、「持続点

滴中の高カロリー輸液の投与量の調整」が

50病院、「脱水症状に対する輸液による補正」

が 57 病院、「感染徴候がある者に対する薬

剤の臨時の投与」が 21 病院、「インスリン

の投与量の調整」が 30 病院、「硬膜外カテ

ーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量の調

整」が 28 病院、「持続点滴中のカテコラミ

ンの投与量の調整」が 24 病院、「持続点滴

中のナトリウム、カリウム又はクロールの

投与量の調整」が 22 病院、「持続点滴中の

降圧剤の投与量の調整」が 22 病院、「持続

点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量

の調整」が 29 病院、「持続点滴中の利尿剤

の投与量の調整」が 21 病院、「抗けいれん

剤の臨時の投与（けいれん発作中のジアゼ

パムの経静脈投与）」が 15 病院、「抗精神病

薬の臨時の投与」が 15 病院、「抗不安薬の

臨時の投与」が 15 病院、「抗癌剤その他の

薬剤が血管外に漏出したときのステロイド

薬の局所注射及び投与量の調整」が 5 病院

であった。※図表 6を参照 

【訪問看護ステーション対象：手順書の収

集や好事例収集等を行う調査】 

2024年 7月 1日（月）から 8月 5日（金）

の調査期間に調査を実施し、45施設（回答

率 22.4％）より回答を得た。 

調査対象の施設での就業人数としては、1

名が 23 施設、2 名が 13 施設、3 名が 4 施

設、4 名が 2 施設、5 名が 1 施設、6 名が 1

施設、8名が 1施設という傾向であった。※

図表 7を参照 

 訪問看護ステーションにおいて実際に特

定行為を実施しているかについて、所属し

ている特定行為研修修了者全員が特定行為

を行っていると回答したのが 31施設、特定

行為研修修了者によって特定行為を実施し

ている者、通常の看護業務のみを行ってい

る者がいると回答したのが 9 施設、通常業

務しか実施していないと回答したのが 5 施

設であった。※図表 8を参照。 

 特定行為（38行為）のうち、実施してい

る特定行為は、「褥瘡又は慢性創傷の治療に

おける血流のない壊死組織の除去」が 23施

設、「気管カニューレの交換」が 17 施設、

「胃ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交

換」が 15 施設、「脱水症状に対する輸液に

よる補正」が 12 施設、「膀胱ろうカテーテ

ルの交換」が 9施設、「創傷に対する陰圧閉

鎖療法」が 5施設、「非侵襲的陽圧換気の設

定の変更」「持続点滴中の高カロリー輸液の

投与量の調整」が 3施設、「中心静脈カテー

テルの抜去」「橈骨動脈ラインの確保」「感染

徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与」

「インスリンの投与量の調整」が 2 施設、

「胸腔ドレーンの抜去」「腹腔ドレーンの抜

去」「末梢留置型中心静脈注射用カテーテル
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の挿入」が 1 施設であった。※図表 9 を参

照 

 6つの領域パッケージについては、「在宅・

慢性期領域」が 17 施設、その他は 0施設で

あった。※図表 10を参照 

 2015年度医療関係者研修費等補助金事業

で作成した特定行為（38行為）の実施に係

る手順書例集の活用状況としては、「手順書

例集（平成 28年 2月発行）をそのまま利用」

が 3施設、「手順書例集を自施設に合わせて

修正したものを活用」が 25 施設、「当会以

外の組織・団体が作成したものを活用」が 2

施設、「自院の実情に合わせて作成したもの

を活用」が 4施設、「特定行為により、手順

書例集を活用したり、自院で作成したりの

組み合わせで活用」が 2 施設であった。※

図表 11を参照 

【ヒアリング調査】 

「奈良県立医科大学附属病院」「国立大学

法人 東京科学大学病院」「岐阜県総合医療

センター」「地方独立行政法人大阪府立病院」

「大阪国際がんセンター」「医療法人社団大

和会 平成扇病院」「岩手県立中央病院」「公

益社団法人有隣厚生会富士小山病院」「平成

立石病院」を対象に、①特定行為研修修了者

等の活躍の主な場、②「特定行為に係る手順

書例集」の使用状況、③手順書とマニュア

ル・ガイドラインの関係、④院内／院外の医

師との手順書共有の工夫、⑤特定行為実践

を増やす工夫（種類・数）、⑥管理者、特定

行為研修修了者の感想を調査。 

 特定行為研修修了者等の活躍の主な場と

しては、ICUや手術室への配置が相対的に多

く、一般病棟や外来への配置も確認された。

特定の病棟への配置ではなく、部署横断で

活動する者も確認された。いずれの病院も

看護部所属であった。手当について、「特定

行為の実施の有無に関わらず支給している

病院」「特定行為を実施した場合に支給する

病院」「資格手当を設けていない病院」が確

認された。研修受講に関する費用は病院が

負担する場合が多かった。特定行為に係る

手順書例集の使用状況としては、ほぼ全て

の病院が手順書例集を参考にして、手順書

を作成していた。手順書の作成組織・作成者

については、いずれの病院も、医師と特定行

為研修修了者等とで手順書案を作成した上

で、院長や指導医等の医師や看護部長等が

参加する会議体で承認を得て確定するなど、

病院として組織的に管理・運営されていた。

手順書等の定期的な見直しは、定期（年 1回

など）・不定期の違いはあるが、いずれの病

院も手順書の見直しを行っていた。病院に

よっては、近年増えてきている処置や対応

要請の状況を踏まえて、新たに手順書を作

成しようとしている動きも見られた。医師

の立場からの感想としては、活用が進んで

いる病院からは、患者を待たせることも少

なくなり、更なる活躍を期待する声が聞か

れた。特に麻酔科領域等では働き方改革の

観点からも有効性・必要性が指摘された。一

方、医師によっては制度に対する認知度が

低く、なかなか活用に至らないとの意見も

あった。また、手順書発行に手間がかかるた

め発行を控えるケースがあるとの意見もあ

った。看護師の立場からの感想としては、研

修を通じて医療や看護に対する理解が深ま

った、特定行為を実施する機会が少なかっ

たとしても研修で学んだことを他の看護師

等に伝えていくことで看護の質が高まった、

他の看護師の刺激になった等の波及的な効

果があるとの意見が見られた。 
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【特定行為に係る手順書の改訂】 

21区分 38行為 1,000種類の実際に現

場で使用している手順書を収集した。その

中から理解しやすく実践的であると思われ

る 78件を選定。実際に現場で使用している

手順書であり、様々な書式があることを示

しつつ、１冊の「例集」となるよう、フォン

ト、 文字サイズ、枠線の太さや色を統一し

た。 

 

Ｄ．考察 
今年度に実施した「特定行為に係る手順

書例集改定に向けた活用状況等調査」は、特

定行為研修修了者の就業先医療機関を対象

としたものである。特定行為研修修了者が

いる医療機関の医師や特定行為研修修了者

以外の看護師の本制度に対する認知や理解

が低いことが自由記載いただいた課題から

わかる。この問題は手順書例集を改訂する

だけでは解決しないと思われる。 

特定行為研修修了者が通常の看護業務し

か行っていないという結果も出ている。現

状では医師による直接指示が受けやすいこ

とから手順書を使用した特定行為研修修了

者の活用が進んでいない可能性もあるが、

医師の働き方改革等で状況は変わってくる

ことから、本制度の推進が必要である。その

点で、特定行為の手順書と訪問看護指示書

が似ているように思われる。訪問看護指示

書も当初は医師が作成してくれず非常に困

ったという過去がある。その時の経験がヒ

ントになるのではないかと推察される。 

また、調査結果から手順書例集をアレン

ジして活用している医療機関が多い。今提

示している手順書例集が正解なのではなく、

アレンジしてこれだけのパターンの手順書

が現場で活用されているということを示す

ことも有用と思われる。ただし、実際に現場

で使用している手順書を「例」として提示し

た場合、これが正解、これに合わせようと思

われてしまうことは避けるべきである。 

実際に特定行為研修修了者が特定行為を

実施する際に手順書がある必要はない。医

療機関で手順書を医師や看護師等が一緒に

なって作成する・共有することで、今までな

んとなくやっていた行為が、どういった考

えで、何のためにやっていたのかというこ

とを明確にすることが、チーム医療として

は非常に意味がある。そのための 1 つの材

料が手順書であると考えるべきである。 

 
Ｅ．結論 
 制度が創設され 10年が過ぎたが、研修修

了者が上手く活動できていない理由の一つ

として、「手順書が○○だ」という声が聞か

れている。「○○」には難しいとか面倒くさ

いとか大変だという言葉が入る。「平成 27 

年度手順書例集」の編集責任を担当し、特定

行為研修指導者講習会や e ラーニングなど

で、手順書の説明を長年行ってきた。最初の

手順書例集が悪かったのか、と少なからず

責任を感じていた。確かに当時は、作成者の

多くが研修指導に関わっていなかったので、

決して 100 点満点の手順書ではなかったか

もしれない。しかし熟練した臨床医が作成

したものであることには間違いなく、それ

なりのレベルにあるものと思っていた。 

しかし、今回の編集作業を行い、「平成 27 

年度手順書例集」は、現場の手順書の例とし

て有効に働いていることがわかった。一部

は、そのまま同じものが使われていた。結論

として初代の手順書例集は、意外と好い線
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いっていた、ということがわかり安堵した。

そして、問題は手順書自体にあるのではな

く、特定行為を最初から最後まで手順書に

従って実践しようとしていることにあるの

ではないか、と思うようになった。最初から

直接的指示（具体的指示）で行うとか、途中

で医師に連絡をして直接的指示に切り替え

るといった、柔軟な対応を行うことで、診療

の補助をタイムリーに実践して欲しいと思

っている。 

地域で複数の医療機関が同一の手順書を

使用するようになれば、訪問看護ステーシ

ョンなどの活動もより円滑にいくものと思

われる。また、医師の指示を、手順書に含ま

れる 6 項目（包括的指示に求められる 6項

目）に沿って“ 見える化”（言語化）するこ

とは、より安全な診療の補助につながると

考えられる。これらは今後の地域連携を含

めたチーム医療の推進を考える上で不可欠

と思われる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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図表 1：特定行為研修修了者の就業人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2：特定行為研修修了者の特定行為の実施状況 
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図表 3：特定行為（38行為）のうち、実施している特定行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4：6つの領域パッケージの実施状況 
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図表 5：手順書例集の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6：実際に現場で使用している手順書の収集内訳 
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特定行為に係る手順書例集改定に向けた活用状況等調査 調査票 
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図表 7：特定行為研修修了者の就業人数 

 

 

図表 8：特定行為研修修了者の特定行為の実施状況 

 

 

図表 9：特定行為（38行為）のうち、実施している特定行為 

 

 

図表 10：6つの領域パッケージの実施状況 
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図表 11：手順書例集の活用状況 
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特定行為に係る手順書例集改定に向けた活用状況等調査 調査票 

＜訪問看護ステーション＞ 
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